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上げる。また、第 2 章の内容については、矢尾板俊平・小林慶一郎（2007） 「経済政策の観
点から見た危機対応に関する考察-国民保護法と中央省庁の国民保護計画を中心に-」, API 











策の実現に向けて  – 




第 3 章：日本の安全保障・テロ関係の公開情報 
第 4 章：日本国内の自然災害の危機管理シナリオについて 
（東アジアのケース） 
第 5 章：台湾と中国における危機管理政策－安全保障面を中心に－ 
第 6 章：韓国政府の危機管理マニュアル・シナリオについて 
（欧米のケース） 
第 7 章：米国の安全保障・テロ関係の公開情報 
第 8 章：危機シナリオ作成にあたって－イギリス、北欧諸国における危機シナリオを事例
として－ 
第 9 章：ドイツ、フランス、スイスにおける有事における対応政策 
（感染症対策） 
第 10 章：感染症関係の公開情報 
 
結びに代えて 







































図 1．国民保護の仕組みの認知度（内閣府「国民保護に関する特別世論調査」 （ 2 0 0 7年9月 ）


































第 2 章「経済政策の観点から見た危機対応に関する考察」では、2004 年 6 月に成立した
                                                  
2  本研究プロジェクトで収集し、整理を行った情報やデータに関しては、経済産業研究所小
林もしくは矢尾板まで、お問い合わせください。 





























































なお、第 3 章から第 10 章で取り上げている国・地域、対象領域は、図 2 のように整理で
きる。 













【総論】   9












2001 年 9 月 11 日には、米国で同時多発テロが発生し、その後も 2004 年 3 月 11 日のマ






感染症の新たなパンデミック・リスクも 2002 年以降高まりつつある。 












1995 年の阪神淡路大震災では、直接被害約 10 兆円（兵庫県集計） 、その後の経済活動
                                                  
3 WHO によれば、2002 年 11 月に中国広東省で発生した SARS（重症急性呼吸器症候群）は、
2003 年夏までに約 8000 例の症例が確認され、内 774 人が死亡している。 
4 WHO によれば、2003 年に初の症例が確認された H5N1 型鳥インフルエンザの人への感染で
は、2008 年 1 月末までに 361 例の症例が確認され、内 227 人が死亡している。 
5  David Held, Anthony McGrew, David Goldblatt and Jonathan Perraton, Global 
Transformations: Politics Economics, and Culture, Princeton University Press, 1999.お
よび David Held and Anthony McGrew, Globalization Theory: Approaches and 
Controversies, Polity, 2007.参照。 
6 薬師寺泰蔵編著『グローバル・セキュリティ入門』 （慶應義塾大学出版会、2005 年）   10
への間接被害が約 2 兆円（阪神淡路大震災調査報告書）生じたとされている
7が、エマ
ージング・クライシスである 9.11 テロでは、直接被害が 305 億ドル、経済活動等への
間接被害が 523 億ドル～643 億ドル生じた（ニューヨーク市）と見積もられている。 
新型インフルエンザのパンデミックについては、様々な予測がなされているが、オー
ストラリアの LOWY 研究所は 2006 年の分析で、 パンデミックの中位推計シナリオで世界





ヶ月続いた場合には、名目ＧＤＰを 0.14%（6768 億円） 、1 年続いた場合には名目ＧＤ










67 兆円、間接被害が 45 兆円の計 112 兆円の被害が発生すると想定
10されており、危機
後の復興期には、ＧＤＰの約 20％に匹敵する資金が必要となる。また、エマージング・
クライシスである 9．11 テロでは、事後の復興に際して、連邦政府だけでも 213 億ドル









                                                  
7 上野山智也・荒井信幸「巨大災害による経済被害をどうみるか」内閣府経済社会総合研究
所2 0 0 7年4月 。  
8  LOWY Institute for International Policy, “Global Macroeconomic Consequences of 
Pandemic Influenza”, February 2006. 
9  第一生命経済研究所「鳥インフルエンザが日本経済に及ぼす影響」2005 年 11 月。 



































  安全保障のシミュレーションが発達している米国では、同程度（10 キロトン）の核爆弾
                                                  





  (2)テロ 



























究である。その中でも、ハンチントンは、Ted Robert Gurr の研究
17を引用して論拠と
                                                  
12  U.S. Homeland Security Council, “NATIONAL PLANNING SCENARIOS”, April 
2005. 
13 Samuel  P.  Huntington,  The Clash of Civilizations and the Remaking of World Order, 
Simon & Schuster, 1996.鈴木主税訳『文明の衝突』 （集英社、1998 年）邦訳 p.275 
14 Huntington,  Ibid 邦訳 p.275 
15 Huntington,  Ibid 邦訳 p.278 
16 Huntington,  Ibid 邦訳 p.392. 
17  ed Robert Gurr, “Peoples Against States: Ethnopolitical Conflict and the Changing World 




  文明内  文明間  合計 
イスラム  11  15  26 
その他  19  5  24 
合計  30  20  50 


























                                                                                                                                                  
族紛争に焦点を当てたものであり、それほど文明を意識したものではない。以下を参照
Ted Robert Gurr, Minorities at Risk: A Global View of Ethnopolitical Conflicts, United States 
Institute of Peace, 1993. 








このような国際政治上の構造の断層(fault  line)の上に起こった 9．11 テロの経済被
害は甚大であった。ニューヨーク市の報告書
19によれば、ワールド・トレード・センタ
ーへのテロ攻撃による経済被害は、828 億ドル～948 億ドル（約 9 兆円～10 兆円）に達
すると見積もられている。その内訳は、建物等への物理的な被害が 218 億ドル、人命へ
の被害が 87 億ドル、01 年から 04 年までの同市の経済生産(Gross City Product)への
被害が 523 億ドルから 643 億ドルとなっている。 
ニューヨーク市における 9．11 テロ事件の復興に関して、米国連邦政府は連邦援助資
金として全体で 213 億ドルを見込んでおり、 ワールド・トレード・センター周辺の復興・
清掃等に 91 億ドル、 同地域の経済復興支援のための減税措置 50 億ドル、 同地域の産業・
企業支援として 34 億ドル、 交通インフラ等の復旧支援として 38 億ドルの支出を見込ん
でいる















                                                  
19  City of NY, One Year Later: The Fiscal Impact of 9/11 on New York City, 2002.9.4 
20  横浜市「同時多発テロ事件の被害と救助活動-ニューヨーク市の対応と今後の課題」2002
年1 2月 。  
21  United States General Accounting Office, “September 11: Interim Report on the 
Response of Charities”,September 2002. 
22  The Homeland Security Council, “Planning Scenarios Executive Summaries”, July 


























このうち首都直下地震では、人的・物的な直接被害が約 67 兆円、間接的被害が 45 兆円
の計 112 兆円の被害が発生しうるとしている。また、東海地震では、直接被害が 26 兆






また民間の研究機関も当時のさくら総合研究所が 9 兆 6,210 億円等と推計し、ほぼ 10
兆円の直接被害があったされている
23。 
                                                  
23永松伸吾「阪神・淡路大震災からの経済復興と復興財政」阪神・淡路大震災 レビュープ  16









制措置は、東海地震の場合で、15．2 兆円、東南海・南海地震の場合で 25．2 兆円に上
ると試算されている






ド５の地震が発生すると想定されており、1000 年に一度はマグニチュード 7 クラスの
地震が発生すると想定されている。地震国ではないスイスでも、実際に 1356 年にはバ
ーゼルでマグニチュード 6．5 の地震が発生している。同規模の地震が、現在発生した














                                                                                                                                                  
ロジェクト www.disasterpolicy.com/ronbun/img_r/review_economic_recovery.pdf 
24永松伸吾・林敏彦「阪神・淡路大震災からの経済復興と復興財政の機能について」 『震災
復興と公共政策Ⅱ』DRI 調査研究レポート,vol7, pp40-59. 
www.disasterpolicy.com/ronbun/img_r/fukkouzaisei.pdf 
25  永松・林、Ibid. 
26 2007 年 2 月 27 日、スイス連邦政府 Jurg Balmer リスク評価担当局長へのインタビュー。  
27 同上。   17
安全保障上の脅威や自然災害に並んで、最近急に注目されてきたエマージング・クラ
イシス（新興危機）に新型インフルエンザの大流行(pandemic)があげられる。現在問題
となっているのは、 鳥インフルエンザとして流行している H5N1 型のインフルエンザが、
人類の間で爆発的に感染が広がる pandemic である。過去の事例では、1918 年から流行
したスペイン風邪(H1N1)では、 世界全体で全人口の約半分以上となる約 6 億人が感染し、
そのうち 4 千万から 5 千万が死亡したと言われている。 
今回問題になっている H5N1 型の鳥インフルエンザは、従来流行してきたインフルエ
ンザが呼吸器と消化器の局所感染で致死率が 0． 1％であるのと異なり、 全身に感染し、




は、米国民 9000 万人が感染し、2 百万人が死亡するとしており、この場合ＧＤＰへの
押し下げ効果は年 4～4．5％に達するとしている。より穏和なシナリオでも、7500 万人
が感染し、10 万人が死亡し、経済の押し下げ効果は年率約 1％に達する。 
















れをとっている感が否めない。 日本では中途半端に 1000 万人分のプレ・パンデミック・
                                                  
28  The Congress of the United States, Congressional Budget Office,” A Potential 
Influenza Pandemic: Possible Macroeconomic Effects and Policy Issues”, December 
2005. 
29  US, CDC, Martin I. Meltzer, Nancy J. Cox, and Keiji Fukuda, “The Economic Impact 
of Pandemic Influenza in the United States: Priorities for Intervention”, Emerging 
Infectious Diseases, Vol. 5, No. 5, September￿ October 1999, pp.659-671.   
30  スイス連邦政府民間防衛局の担当者によれば、タミフルはスイスの製薬メーカー、ロシ
ュ社の製品であり、スイス連邦政府としてはロッシュ社との協力の中で、製造ラインにあ
るタミフルもスイス国内向けの備蓄の一環として確保しているとのこと。   18
ワクチンと、タミフル 2800 万人分の備蓄を計画している。これにたいして、スイスで
は全国民分のプレ・パンデミック・ワクチンを用意し、タミフルも在庫分と併せて全国








福田政権は「安心・安全」の確保を平成 20 年 1 月 28 日の第 169 回国会の施政方針演
説に掲げたが、今まで見てきたような直面するリスクに対して、このような危機がもた
らす全てのリスクを軽減する事前措置および事後復興に対してまんべんなく経済資源









実際、日本の総人口はマイナスに転じ、2004 年の 1 億 2778 万人をピークに減少を始
めている。 また、 労働人口も 2000 年の 6766 万人をピークに減少に転じている
31。 また、
1980 年代に対ＧＤＰ比で 20％近くあった我が国の国内貯蓄率は 1 桁台にまで落ち込ん










                                                  





小さい。 ご存じのように、 スイスは観光立国であり、 世界に名だたるアルプスの峰々は、














  2003 年には民間防衛に関する法改正(2004 年実施)が行われたが、そのベースとなっ
たのが、新しい危機管理の考え方であった。スイス市民が直面する全てのリスクを分析
するリスク分析が実施され、1995 年に報告書(KATANOS)が、さらに 2003 年にはリスク
評価・比較を導入した KATARISK というリスク評価手法が確立した。 
  KATARISK は、(1)リスク分析、(2)リスク評価、(3)比較によるリスク全体像の概観、
の 3 つのプロセスから成る。 
 
  図１．リスク比較評価の手順 
 
 
（１）リスク分析  （２）リスク評価  （３）リスク比較 






(F1~F6) と ② 7 段 階 の 被 害 度 合 
(A1~A7)の 2 次元上プロットした上

















                図 3．発生頻度と被害想定によるリスク分類 
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  それぞれの危機について、縦軸に「対象地域の限定性」 、横軸に「予測可能性」を置
き、分類をすると、図 1 のようになる。ここで、 「軍事的な危機Ⅰ」とは、地域紛争や
国家間の全面戦争を意味し、 「軍事的な危機Ⅱ」とは、テロやミサイル攻撃などの限定
的な攻撃と考える。これらの「軍事的な危機」については、危機発生前までの国家間の
「パワーバランス」 、 情報収集や監視行為などによって、 ある程度の予測が可能である。 
 一 方 、 「感染症の流行」や「自然災害」は、予測が難しい。感染症の流行は、どのよ
うなタイミングで、パンデミックとなりうる病原体が発生するかは、ウイルスの突然変
異などの場合もあり、事前に予測できない。また、感染症が発生すれば、世界的に拡大
                                                  
32  本稿は、矢尾板俊平・小林慶一郎（2007） 「経済政策の観点から見た危機対応に関する考察-国民保護法
と中央省庁の国民保護計画を中心に-」, API Working Papers, 2007, vol.2, no.1 に掲載された原稿に、





  このような危機に対し、 「感染症」については、感染症の予防及び感染症の患者に対
する医療に関する法律やそれぞれの感染症や伝染病に対する行動計画で検討され、 準備
がなされてきている。また、 「自然災害」に関しては、災害対策基本法において、対応
の枠組みが定められている。さらに、2004 年 6 月に成立した国民保護法では、新たに、
軍事的な危機に対する対応の枠組みが設計された。 
  経済政策の観点から見た場合、 マクロ経済へのダメージの最小化のための危機発生時
の対応や危機後の復興対応は、ある程度、共通した制約を持ち、共通した特徴があると
考えられる。 
  危機対応に与えられる制約には、潜在的な「財政制約」 、民間の「経済制約」 、そして












































    図 2. 有事における政策対応の過程 
 
国民保護法に基づく国民保護計画の枠組みは、 図 2 のような 「事前」 、 「有事発生時」 、











  マクロ経済との関係に関して、国民保護法の条文の中では、第 129 条（生活関連物資
等の価格の安定等） 、第 130 条（金銭債務の支払猶予等） 、第 131 条（特定武力攻撃災害
の被害者の権利利益の保全等
35） 、 第 132 条 （武力攻撃災害に関する融資） 、第 1 3 3 条（ 通
                                                  
33  もちろん、危機そのものを完全に予測することはできないので、ある程度の弾力性はル
ールに求められる。 
34  都道府県や市町村の国民保護計画については、次の論文にて検討する予定である。 
35  適用すべき措置は、 「特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置法」を準用し、次
の措置を想定している。①行政上の権利利益に係る満了日の延長及び期限内に履行されなかった義務に係  27
貨及び金融の安定） 、第 169 条（国の補助） 、第 170 条（起債の特例） 、第 171 条（武力
攻撃災害の復旧に係る財政上の措置）が該当する。中央省庁や日本銀行は、これらの条








定緊急措置法、 物価統制令） を用いて、 内閣府の政策統括官 （経済財政担当） を中心に、
財務省、農林水産省、経済産業省、国土交通省が、安定化のための措置を行うことが策
定されている。 




医薬品関連法令に条文を追加することが課題となるかもしれない。 なお、 法9 2条 で は 、
外国医薬品等の輸入の許可について定めている。薬事法第 13 条の 3 に従って、国内で
承認を受けていない外国医薬品を輸入することができる。また、国民保護法の制定によ
って、 薬事法が改正され、 医療道具についても輸入することができることになっている。  
                                                                                                                                                  
る免責、②法人の破産宣告の特例、③民事調停法による調停の申立て手数料の特例（借地借家関係その他


































  法第 130 条では、 「金銭債務の支払い猶予措置」 を認めている。 国民保護法において、
復旧時点における経済対策・財政上の支援などについては、別の法律によって対応され







災害対策基本法の第 109 条第 3 項から第 7 項までの規定を準用することとしている。 
災害対策基本法第 109 条第 3 項から第 7 項までの規定とは、 必要がなくなったときの
廃止（第 3 項） 、政令を制定したときは、国会の臨時会の招集を決定し、又は参議院の  29
緊急集会を求め、措置を継続する場合には、その政令に代わる法律が制定される措置を
とり、 その他の場合には、 その政令を制定したことについての承認を求める （第 4 条） 、
臨時会や参議院の緊急集会で、その政令に代わる法律が制定されたときは、その法律の
施行と同時に、制定されないことになったときは、制定されないこととなったときに効
力を失う（第 5 項） 、臨時会が開かれた日から起算して 20 日を経過した時か臨時会の会
期が終了した時のいずれか早いときに、 または参議院の緊急集会が開かれた日から起算
して 10 日を経過した時かその緊急集会が終了した時のいずれか早い時に効力を失う
（第 6 項） 、内閣は、その政令が効力を失ったときは、直ちに、その旨を告示しなけれ



































































に対する貸与は、 第 2 条第 3 項 （ 「この法律において 「国民の保護のための措置」 とは、
対処基本方針が定められてから廃止されるまでの間に、指定行政機関、地方公共団体又
は指定公共機関若しくは指定地方公共機関が法律の規定に基づいて実施する事態対処
法第 22 条第 1 号に掲げる措置」 ）に規定されている場合に対して、国有財産を無償貸与
することができることが策定されている。 
  これは、第 163 条において、個人や地方公共団体に対し、別の法律で定めるところに
より、使用の対価を無償もしくは時価より低く定めることができるとする、財政法第 9
条 1 項や地方自治法第 237 条第 2 項の原則の例外を定めている。 この法律の実効性を保
つために、財務省の国民保護計画では、国有財産の無償貸与を策定しているのである。  
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その他実情に応じ適切な措置を講ずるよう努めるものとする。 」 。 
  ここで、 政府系金融機関とは、 日本政策投資銀行、 国際協力銀行、 国民生活金融公庫、
住宅金融公庫、農林漁業金融公庫、中小企業金融公庫、公営企業金融公庫、沖縄振興開
発金融公庫及び商工組合中央金庫の政策金融を行う特殊法人を意味する。 国民保護法の

























































































  また、第 162 条では、 「被災者の公的徴収金の減免等」を認めており、総務省と財務
省の国民保護計画では、税務（国税、地方税）に関する措置を定めている。この点は、
第 162 条の実効性を高めると共に、 国民保護法第 171 条第 3 項の国と地方の関係におけ
る政府の役割を、具体的に策定しているものであると言える。 
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第 170 条では、 「起債の特例」を認めている。 「次に掲げる場合においては、政令で定
める地方公共団体は、 政令で定める年度に限り、 地方財政法第 5 条の規定にかかわらず、
地方債をもってその財源とすることができる。一、地方税、使用料、手数料その他の徴





  さらに、この地方債については、第 170 条 2 項において、 「国又は日本郵政公社が、
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表 2：経済的側面に関する国民保護策の所管 














































とになる。 （p.183） 」としている。ただし、 「市町村モデル計画においては、被災児童生
徒等に対する避難先での教育機会の確保、教科書の供給、授業料の減免等を市町村教育
委員会が行うことについて、また、市町村が公的徴収金の減免を行うことについて、確










て、侵害された個人の権利や財産の回復について、第 159 条（損失補償等） 、160 条（損
害補償） 、161 条（総合調整及び指示に係る損失の補てん）で規定している。 
  損失補償等（第 159 条）では、第 81 条（物資の売渡しの要請） 、第 82 条（土地等の
使用） 、第 113 条（応急公用負担） 、第 125 条（文化財保護の特例） 、第 155 条（交通の
規制） に関する臨時措置に伴う権利侵害によって発生する損失を補償することを規定し
ている。 
  損害補償（第 160 条）では、第 70 条（避難住民の誘導への協力） 、第 80 条（救援へ





  第 161 条では、政府間関係における損失補てんを規定している。国は、第 141 条に規
定する武力攻撃災害の復旧に関する措置を除く、 国民の保護のための措置の実施に関し、
都道府県又は指定公共機関に対し、事態対処法第 14 条第 1 項の規定により対策本部長
が総合調整を行うことになっている。また、第 56 条（避難の指示に係る内閣総理大臣
の是正措置） 、第 60 条（都道府県の区域を越える避難住民の受入れのための措置に係る
内閣総理大臣の是正措置） 、第 68 条（避難住民の誘導に関する措置に係る内閣総理大臣





また、第 67 条（都道府県知事による避難住民の誘導に関する措置） 、第 73 条（避難住
民の運送に係る内閣総理大臣等の是正措置）の規定により、都道府県知事が指示をした
場合に、当該総合調整又は指示に基づく措置の実施にあたって、当該市町村又は指定地
方公共機関が損失を受けたときは、 その損失を補てんしなればならないことが規定され  38
ている。 







ないからである。 （逐条解説 pp.519-520） 」 。ただし、医療関係者に対する実費弁償につ
いては、施行令第 41 条、42 条で、基準を規定している。 
損害補償（第 160 条）の損害補償の額については、施行令第 43 条で、算定基準を、
現行法制度に準拠するように規定している。損失補填（第 161 条）は、 「総合調整や指
示に応じて行った措置の内容が輸送等通常対価が支払われることが当然の前提であり、
このような対価をもってもカバーされない特別の損失が発生した場合、 補填の対象とな
る。 （逐条解説 p.529） 」 。また、逐条解説では、現行法上、同様の例はないが、政策的
にもうけることとしたものであると述べられている。明確な算定基準はない。 






















報の不確実性」 ゆえに、 緊急時に、 救援への協力 （第 80 条） 、 物資の売渡しの要請等 （第




















によって生じる「信用制約の発生」 、 「信用の収縮」 、 「協力のインセンティブの低下」 、
「レントシーキング問題」などにより、マクロ・ミクロ両面においても効率性の低下や
社会厚生の減少が想定されるということである。 
  今後、検討するべき論点は、下記の 7 点である。 








  第 3 に、家計や企業による「自己責任」の受容である。スイス政府では、国民向けに  40
危機管理マニュアルを作成している。このマニュアルには、有事の際の自己防衛に必要
な知識が記載されている。 このような国民に対して自己防衛のための知識を提供するよ

















  第 5 に、平時からの準備として、危機対応のための費用を低減するために、病院など
の公共施設や民間施設の設計において、 「デュアル・システム」の採用が考えられる。
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国土交通省国民保護計画 
（http://www.mlit.go.jp/security/index.html） 
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  2003 年に成立した「武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安
全の確保に関する法律（以下：武力攻撃事態対処法」と 2004 年に成立した「武力攻撃事態





























①  着上陸進行の場合 
②  弾道ミサイル攻撃の場合 
③  ゲリラ・特殊部隊による攻撃の場合 
④  航空攻撃の場合 
 
次に「緊急対処事態」とは、上記の武力攻撃に準じるテロ等の攻撃を規定したものである。




































以上が、 「国民保護法」 、 「国民保護のための基本方針」で示された、日本の有事を想定した
                                                  
36 「武力攻撃事態」と「緊急対処事態」の具体的内容は、政府が 2005 年に発表した「国民保護
に関する基本方針」の中で示されたものである。 
37  「緊急対処事態」の具体的内容も、前述の「国民保護に関する基本方針」の中で示されたも













  次に、より具体的なシナリオをみていく。2005 年から、 「国民保護法」の措置を的確に実
施する為、国と都道府県の間で共同訓練が行われてきた。2005 年度は 5 県、2006 年度は 11




























                                                  
38  指定行政機関については、以下の首相官邸のホームページを参照。 
  http://www.kantei.go.jp/jp/singi/hogohousei/hourei/kakuho_s.html 
39  「国民の保護に関する基本指針」に基づいて地方公共団体などが作成する計画のこと。 
40  指定行政公共機関については、以下の首相官邸のホームページを参照。 
  http://www.kantei.go.jp/jp/singi/hogohousei/hourei/kakuho_s.html 
41  「国民の保護に関する基本指針」に基づいて指定公共機関が作成する計画のこと。 
42  それぞれのシナリオの内容は、各府県庁からのホームページで公開されているものを参照し
て纏めた。   48














































  http://research.php.co.jp/research/local_governance/policy/post_6.php   49
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10 キロトンで約 10 キロメートル、100 キロトンで約数 10 キロメートル、1 メガトンで約














国民保護法に沿って動き出すまでおよそ 3 時間、この計 6 時間という時間を、現場の市町
村が対処しなければないということである。同報告書は、こうした背景の下でテロが起き
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る研究」 、東京財団研究報告書。http://www.tkfd.or.jp/publication/reserch/2006-12.pdf   51
た場合の大都市の危機管理体制のあり方を研究した報告書であり、テロ対処のための提言
と、東京の地下鉄で爆破テロが起こったという想定で行われたテロ対応図上演習「町守同











第 4 章：日本国内の自然災害の危機管理シナリオについて 
 





















表  中央防災会議による自然災害の被害想定 
想定災害  直接被害額  間接被害額  総額 
首都直下（東京湾北部）地震  67  45  112 
東海地震  26  11  37 
東南海・南海地震  43  14  57 
宮城県沖の地震  1  0.3  1.3 
三陸沖北部の地震  －  －  0.7 
十勝沖・釧路沖の地震  －  －  1.2 
根室沖・釧路沖の地震  －  －  0.27 
利根川の洪水  －  －  34 
富士山の噴火  －  －  2.5 
※金額の単位はすべて「兆円」 
   53
2-1.  地震 
（1）首都直下地震 
中央防災会議による首都直下地震による被害想定の要点は以下の通りである。 
•  約 112 兆円の経済被害 
•  都心部または都心部周辺で発生しうる、18 タイプの地震動を想定地震として選定。 














にある 1,071 の岸壁のうち、地震発生直後に約 480 の岸壁が被災し、被害額（直接、間接





発発災）だと約 26 兆円、予知あり（警戒宣言）だと約 22 兆円。 
•  間接被害は、予知なし（突発発災）だと約 11 兆円、予知あり（警戒宣言）だと約 9 兆
円。 





•  東南海地震と南海地震の震源域が同時に破壊される場合の経済被害は約 38兆～約 57兆
円。 
•  直接被害（個人住宅の被害、企業施設の被害、ライフライン被害等）は約 29 兆～約 43  54
兆円。 
•  間接被害は約 9 兆～約 14 兆円。 











•  宮城県沖だと約 1 兆 3000 億円、三陸沖北部だと約 7000 億円、十勝沖・釧路沖だと 1 兆
2000 億円、根室沖・釧路沖だと約 2700 億円。 
•  宮城県沖の場合の被害額内訳は、直接被害が約 1 兆円、被災地内の間接被害が約 2300
億円、被災地外の間接被害が約 780 億円、ライフライン被害等が約 1600 億円。 
 
2-2.  風水害：利根川の洪水 
風水害による被害想定として、国土交通省関東地方整備局利根川下流河川事務所が利根
川の洪水による被害想定を算出している。 
•  利根川の浸水想定区域には、群馬県、茨城県、埼玉県、栃木県、千葉県及び東京都の 1
都 5 県における 82 市区町村、江戸川の浸水想定区域には、茨城県、埼玉県、千葉県及
び東京都の 1 都 3 県における 23 市区町が含まれる。 
•  1 箇所の破堤がもたらす最大被害額は、約 34 兆円と想定。 
 
2-3.  火山：富士山の噴火 
噴火による被害想定として、中央防災会議は富士山の噴火による被害想定を試算してお
り、その要点は以下の通りである。 
•  最大で約 2 兆 5 千億円の被害額を想定。 
•  経済的な被害については、降灰地域だけでなく、社会全体に与える影響を産業連関分析
により算定。 
•  宝永噴火（降雨がない場合）規模の噴火による被害想定結果：1 兆 1867 億 3700 万円～1
兆 5721 億 7300 万円。 
•  宝永噴火（年間の平均的な降雨の場合）規模の噴火による被害想定結果：1 兆 8371 億
8400 万円～2 兆 2226 億 2000 万円。   55
•  宝永噴火（梅雨期の場合）規模の噴火による被害想定結果：2 兆 1419 億 1500 万円～2
兆 5273 億 5100 万円。 
 
3.  各県の地震被害シナリオ 
次に、都道府県などの地方自治体がどのような被害想定（シナリオ）を想定しているか
について述べる。損害保険料率算出機構（2006）は、45 都道府県と 9 市が想定した地震に














表  首都圏の 1 都 8 県の被害想定の概要 
県  シナリオ（被害想定項目など） 
茨城県 
•  過去の津波被害などを参考に、 震源の違う 2 つの津波をシミュレーション。
•  人的被害などの算出はなし。 
栃木県 
•  栃木県として最も甚大な被害を及ぼす可能性が高い地震を 1 つ想定。 




•  県内で 3 つの地震を想定。 
•  人的被害、部的被害（建物、火災）を算出。 
埼玉県 
•  県内で 5 つの地震を想定。 
•  建物被害、人的被害、生活支障（避難者、帰宅困難者数） 、上水道の断水人
口、エレベーター閉じこめ、災害時要援護者死者数、災害廃棄物量、中高
層委細世帯数、交通輸送施設の被害、火災の被害予測、を算出。 
•  建物被害については、建物被害額も算出。 
千葉県  •  現在、被害想定の調査中。   56
東京都 




•  伊豆諸島について、4 つの地震を想定して、津波浸水予測図を作成。 
•  地震発生時点から津波の第 1 波の到達までにかかる時間及び津波の高さを
算出。 
神奈川県 
•  県内で 5 つの地震を想定。 
•  想定する 5 つの地震別に震度、液状化発生の有無、建物の被害率、火災発
生数、救出箇所数、避難者数、ライフライン支障率を算出。 
山梨県 
•  東海地震を想定（冬朝 5 時、春秋 12 時、冬夕 18 時の 3 ケースを設定） 。 
•  「予知アリ」 、 「予知ナシ」をそれぞれ算出。 



















































可能性は低い。その理由は 3 点ある。第 1 に、製造品出荷額から見る限り首都圏のシェア
は小さくなってきている。第 2 に、稼働率に余裕があり被災しなかった施設での増産が可
能。第 3 に、消費水準が 6％程度縮小することが予想される。そして、需要面からみると復
興投資に支えられ、日本経済によって地震被害はマクロには壊滅的な打撃とはならないも




またその負担をいかに消費の後退に結びつけないかが経済運営上大きな課題になる。   58
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2-2.  台湾の有事法制・国民保護法制・危機管理体制 
 
  台湾でも近年、所謂「有事法制」 、 「国民保護法制」の制定が進んでいる。台湾は 1949
年 5 月以降、長らく戒厳令下にあった。しかし、80 年代中頃から民主化に対する要求が
高まったことにより、戒厳令の維持は困難となり、1987 年 7 月の「国家安全法」制定と
同時に戒厳令は解除された。 
その後 1996 年 3 月に中華民国総統の直接選挙が実現し、 2000 年 3 月の総統選挙で野党 ・
民進党の陳水扁がそれまで台湾を統治し続けた国民党候補を破り、初めての政権交代が
実現した。そして陳水扁政権下において、 「国防法」 （1990 年公布） 、 「全民防衛動員準備









                                                  
50  外省人―本省人、漢族―少数民族の対立等を指す。 
51 例えば、台北市政府警察局松山分局が 2007 年に行った全民防衛「萬安 30 号」演習の施








































                                                  
52  中国の研究者も、安全保障面の危機シナリオは軍の専管事項であるため、具体的にどの


















  2007 年 8 月に中国の危機管理に関する基本法である 「中華人民共和国突発事件応対法」
が公布されたことにより、政策の一端を窺い知ることが出来るようになったと言える。














                                                  
53  張沱生 ・ [美]史文 『対抗 ・ 博弈 ・ 合作―中美安全危機管理案例分析』 （世界知識出版社  2007
年） 。同書には英語版も存在する。 
54 2007 年 8 月に訪中した際、在中国日本大使館の防衛駐在官 3 名と意見交換したところ、
中国において一般的に駐在武官に公開される演習はショーケース部隊であり、実際に中国
人民解放軍が日々どの様な活動をしているのかは不明であるとのことである。例えば 2005






  1990 年以降、中国でも所謂有事法制、国民保護法制の整備が進展している。90 年代に
は国家安全政策の基本法となる「中華人民共和国国家安全法」 （1994 年公布）や国防政策
の基本法となる「中華人民共和国国防法」 （1997 年公布）が制定され、 「中華人民共和国
戒厳法」 （1996 年公布）も公布された。また一般国民、民間組織を有事に際して動員する
ために、 「中華人民共和国人民防空法」 （1996 年公布） 、 「民用動力国防動員条例」 （2003
年公布）等も公布された。後者においては動員における補償も明記されている。 
  2000 年代に入ってからも、 「中華人民共和国国防教育法」 、 「民用動力国防動員条例」 等、























                                                  
55  中国の研究者も、危機管理における教育の重要性を指摘している。 
56 党中央軍事委員会と国家中央軍事委員会は名称こそ違うものの、構成員は同じであり、
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第 6 章：韓国政府の危機管理マニュアル・シナリオについて 
 
１．はじめに 























  2007 年 12 月に行われた大統領選挙によって、野党ハンナラ党公認の李明博前ソウル市長
が当選し、10 年ぶりに保守勢力が政権を握ることとなった。李次期大統領は当選後「第 17
代大統領職引受委員会」 を創設し、 盧武鉱政権からの大統領職業務引継と次期政権における
行政組織の改編について作業を開始した。2008 年 1 月 16 日に発表された『政府機能と組織
改編』
59によると現在の「2 院・18 部・4 処・18 庁・10 委員会・4 室」
60の行政組織から、 「2
院・13 部・2 処・17 庁・5 委員会・4 室」に減らすという計画である。金大中政権から１０
年間に渡ってた対北政策をリードしてきた統一部を廃止し外交通商部などに機能を移すと
                                                  
57  キム・ヨルス『21 世紀国家危機管理体制論』p.51  2005 年 図書出版オルム 
58  キム・ソンヒ： 「国民の非常対備認識提供方案」 『非常対備研究論叢第 33 集』p.205 非常
企画委員会  2006 年 
59  『政府機能と組織改編』第 17 代大統領職引受委員会政府革新・規制改革タスクフォー
ス  2008 年 1 月 16 日 
60  韓国では「部」が日本の「省」に相当する。   67
いう点に注目が集まっている。 













  ①有事対応 
  韓国政府は毎年定期的に乙支演習、 忠武訓練と呼ばれる非常事態に対する訓練を行う。
乙支演習とは、1968 年 1 月 21 日に北朝鮮の武装工作員が韓国に侵入し、韓国大統領府


















                                                  
61  『政府機能と組織改編』p.31 
62  『乙支演習間機関長意思決定マニュアル』国務総理非常企画委員会 p.7  2006 年 6 月  




































                                                  
63  『乙支演習間機関長意思決定マニュアル』国務総理非常企画委員会  2006 年 6 月 
64  国防部  2007 年 6 月   






化されている。   






























                                                                                                                                                  
EB%8C%80%EC%9C%A0%ED%96%89%20%EB%8C%80%EB%B9%84%20%EB%8C%80%EC%9D%91%20%EA%B3%84%ED%9A%8D(2006).pdf 
66  『戦争・テロ・災難発生時国民行動要領』国務総理非常企画委員会  2006 年 6 月 
http://www.epc.go.kr/kor/inc/kor_board_download.html?bid=8&file=b08_1_2007121408
3442.pdf&origin=비상시행동요령(07 년).pdf   70




































                                                  
67 White  House,“National Strategy For Homeland Security”, 2002. 
68 White House,“The National Strategy of the United States of America”, 2002.   71
関を動員して、本土防衛のための組織構築を行うことを目的としている。また、具体的な
目標として以下の点が挙げられている。 
①  米国国内におけるテロリストの攻撃を防ぐこと。 
②  テロリズムに対する米国の脆弱性を減少させること。 










2.  テロリズムを中心としたシナリオ・被害想定 
 
2-1. 9・11 以前のシナリオ 
  テロ攻撃に関するシナリオは、既に 1990 年代後半に相当な数を確認することが出来る。
それらは、議会に提出された報告書、各機関における演習・訓練、研究機関及び研究者か












                                                  
69  大量破壊兵器（Weapons  of  Mass  Destruction）とは、核（nuclear） 、生物（biological） 、 
化学（chemical） 、放射能（radiological）による兵器を総称した呼び名である。 
70 Commission to Assess the Organization of the Federal Government to Combat the 
Proliferation of Weapons of Mass Destruction, “Combating Proliferation of Weapons 





Department of Homeland Security Office of Inspector General “ A Review of the Top 
Officials 3 Exercise” November 2005. 「トップオフ」演習はシミュレーションの内  72

































72 Johns Hopkins Center for Civilian Biodefense, Center for Strategic and 
International Studies, ANSER, & Memorial Institute for the Prevention of Terrorism 
“ DARK WINTER Bioterrorism Exercise Andrews Air Force Base June 22-23,2001” 2001. 
73 Anthony Lake ,6 Nightmares, LITTLE,BROWN AND COMPANY, 2000. 
74 同書は９８年に翻訳されて上下巻で出版されている。リチャード・プレストン著、 
高見浩訳『コブラの目』 、飛鳥新社、１９９８。 




０４年版のサマリーの記述を引用している。   73





















経済的影響  数千億ドル 
復興  数年間 
シナリオ 2      生物攻撃 
内容  エアロゾル化した炭疽菌をトラックに装着した噴射機から人口密集地に
散布するという設定。 
負傷者  1300 人 
経済的影響  数十億ドル 






                                                  
76  同命令は以下のものである。 
“December17, 2003, Homeland Security Presidential Directive/Hspd-8”. 
77 例として以下のものを挙げる。U.S. Department of Homeland Security “TARGET 
CAPABILITIES LIST: Version1.1” 2005. 
78 Eric Lipton, “U.S. Lists Possible Terror Attacks and Likely Toll”, The New York 




の文書を引用した。   74






負傷者  8 万 7 千人死亡  30 万人入院 
経済的影響  700 から 1600 億ドル 
復興  数ヶ月 
 





負傷者  2 千 5 百人死亡 
経済的影響  数百万ドル 
復興  数週間 
 





負傷者  150 人死亡 
経済的影響  5 億ドル 
復興  数週間 
 
シナリオ 6      化学攻撃 
内容  テロリストが石油精製所などを RPG
81や爆弾で攻撃するという設定。 
負傷者  350 人 
経済的影響  数十億ドル 







                                                  
81  Rocket-propelled grenade の略。   75
シナリオ 7      化学攻撃 
内容 
 
テロリストが大都市の 3 つのビルの通気口から 6 つの噴射装置を使いサリン
を散布するという設定。 
負傷者  6 千人死亡（想定されているビル内の 95 パーセント） 
経済的影響  3 億ドル 
復興  ３、４ヶ月 
 
シナリオ 8    化学攻撃 
内容  テロリストが産業施設に侵入し、塩素ガスのタンクを爆破するとい設定。 
負傷者  1 万 7 千 5 百人死亡  1 万人重症  10 万人入院 
経済的影響  数百万ドル 
復興  数週間 
 
シナリオ 9    地震 
内容  大都市で突然マグニチュード７．２の地震が起こったという設定。 
負傷者  1 千 4 百人死亡  10 万人入院 
経済的影響  数百億ドル 
復興  数ヶ月から数年 
 
シナリオ 10  自然災害 
内容  カテゴリー5のハリケーンが時速160マイルで大都市に押し寄せるという設定。
負傷者  1 千人死亡  5 千人入院 
経済的影響  数百万ドル 
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負傷者  180 人死亡  270 人負傷  2 万人が放射能汚染 
経済的影響  数十億ドル程度 
復興  数ヶ月から数年 
 





負傷者  100 人死亡  450 人入院 
経済的影響  地域的な被害 
復興  数週間 
 





負傷者  300 人死亡  400 人入院 
経済的被害  数百万ドル 
復興  数週間 
 
シナリオ 14  生物攻撃 
内容  テロリストが数箇所の動物農場で口蹄疫を広めるという設定 
負傷者  なし 
経済的影響  数億ドル 






                                                  
82  放射能飛散装置のこと。基本的に、爆破以外の飛散手段によって放射能を飛散させるた
めの装置のことを指す。 
83 RDD と異なり爆破の手段によって放射能を飛散させるための爆弾のことを指す。   77





負傷者  直接はなし 
経済的被害  数百万ドル 














ステムの中に、ボツリヌス毒素が投入され、約 56 万 8000 人の口に入り、3-6 日後に 100 人
目が症状を起こしたときにテロが発覚したという設定でのシミュレーションである










                                                  
84  Lipton, “U.S. Lists Possible Terror Attacks and Likely Toll”. 
85  Lawrence M. Wein , “ Analyzing a bioterror attack on the food supply : The case of 
botulinum toxin in milk” , PNAS July 12,2005.同論文は、以下から入手することが出来る。  
  http://www.pnas.org/cgi/reprint/0408526102v1 
  また同論文の解説については、以下の記事を参照した。 
大西淳子、 「毒素 10g で 50 万人超に被害、死亡率は最悪 60％に 牛乳供給過程にボツリヌス毒
素を混入するテロ対策の研究」 、Nikkei Medical Online、２００５年６月３０日。 


















まずシナリオ 1 として、2010 年に、台湾の電磁攻撃の防御措置が施されていない電力送
波局の近くで、中国の特殊部隊が電磁パルスを発生させる装置を用いて台湾側のインフラ
を麻痺させて、人民解放軍が台湾攻撃を始めるというシナリオが設定されていた。 












                                                  
86 Electro Magnetic Pulse .通称 EMP。大気圏で核爆発が起こると、電磁層に影響を及ぼ
し、パルス状の電波を発生させ、防御措置を施していない電子回路をショートさせる。 
87 同委員会の報告書は、現在のところ、以下で掲載しているもののみ公開されている。 
Dr. John S. Foster,Jr, Mr. Earl Gjelde et al., “Report of the Commission to Assess 
the Threat to the Unites States from Electromagnetic Pulse(EMP) Attack Volume 1 : 
Executive Report 2004”, 2004. 
88 Colin R. Miller,Major,USAF, ”ELECTROMAGNETIC PULS THREATS TO U.S. EXPEDITIONARY 















①  中国が日本へ圧力をかけ、 日本が米国に国内の基地使用を拒否や限定するようにさせる。  
②  中国が、 米軍の展開を遅らせるなどのために米軍のコンピューターシステムを攻撃及び
妨害する。 


















                                                  
89  Roger Cliff, Mark Burles et al. , “Entering the Dragon’s Lair Chinese Antiaccess 
Strategy and Their Implications for the United States”, RAND Corporation, 2007. 
90  National Intelligence Council, “Mapping the global Future Report of the National 
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第 8 章：危機シナリオ作成にあたって：イギリス、北欧諸国における危機シナ
リオを事例として 



































































                                                                                                                                                  
クトが各国の科学者らの提携の下すでに 1980 年代後半から始まっており、その代表的なも
のとしてはたとえば SRES シナリオ、IPCC シナリオ、IS92 シナリオなどが挙げられる。こ
れらのシナリオが実際に用いられている例としては例えば





























フィンランド、 デンマーク） についての有事の経済政策の概観を、 「コンティンジェンシー・





3-1. コンティンジェンシー・プラン(Contingency Plan) 
予測的シナリオ  反応的シナリオ  危機 
フィードバックプロセス   84































ランド政府は IRA との武装闘争の歴史が長いということもあり、 テロリズム対策プランに
ついては独自の観点に基づいた報告書も見受けられた。 
 









































































えることが可能であろう。   87
 



































































b)  北欧諸国 
北欧諸国における気候変動シナリオは非常に多岐にわたる。 排気ガスによる気温の上昇、
季節循環サイクルの変動、降水量の変化、およびそれが産業に与える影響について、あら
                                                  
94  たとえば SRES シナリオ、IPCC シナリオ、IS92 シナリオなどが挙げられる。これらのシナリオが実際に用いられて
いる例としては例えば http://www.cicero.uio.no/media/187.pdf 、 http://www.cicero.uio.no/media/203.pdf  などを参
































実際その点を指摘する危機シナリオも多数見受けられる。 そのため最後の 「警告ガイド」 、
具体的には防災マニュアルのようなものもこのカテゴリーにおいて検討した。 
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    予測的シナリオ  反応的シナリオ 
コンティンジェンシ
ー 
○  ○ 
感染症  ×  ○ 
自然災害  △  ○ 
























第 1 節において提示された理論、第 2 節において確認された各国シナリオに基づいて、ど
のような危機シナリオが 「予測的シナリオ」 「反応的シナリオ」 のいずれと親和的なのか、
という点を図示し、第 4 節においてシナリオ作成のための提言を行った。 
「予測的シナリオ」 「反応的シナリオ」という分類は、しかしながら本節における作業
仮説としての概念でしかない。 実際のシナリオ策定は両者のフィードバックが無限に繰り
返させる学習プロセスの一環としてなされるのであり、 決して完全なシナリオ策定はあり  92
得ない。重要なことはそうしたフィードバックを継続させるような試みであり、それよっ
て危機シナリオはより現代の問題に密着したものとなることが期待される。   93
































                                                  
95  特に NATO、西欧同盟(WEU)に当時のドイツ連邦共和国（西独）が 1955 年に加盟する際、
1954 年 10 月の段階で、宰相アデナウアーが核兵器放棄を宣言したことはその代表である。
Marc Trachtenberg, Constructed Peace: The Making of the European Settlement, 
1945-1963, (Princeton: Princeton University Press, 1999), p.127. 
96 Beatrice Heuser, NATO, Britain, France and the FRG : Nuclear Strategies & Forces 
for Europe 1949-2000, p.124. 
97 冷戦の終焉が同時に、東西間軍事対決を終焉させたことについては、多くの文献がある
が、中でも高橋進の論文を参照。高橋進「冷戦終焉の意味するもの―ヨーロッパを中心に」



























                                                  
98  例えば、連邦行政庁(Bundesverwaltungsamt)の危機管理、緊急プラン、市民保護のため










99 Malcolm Anderson, “Internal and External Security in the EU: Is There Any Longer 
a Distinction? ”, in Stefan Gänzle and Allen G. Sens (eds.), The Changing Politics 
of European Security : Europe alone?, (Houndmills: Palgrave MacMillan, 2007), 
pp.33-35, pp. 42-45.  
100 Helga Haftendorn, Deutsche Außenpolitik zwischen Selbstbeschränkung und 
Selbstbehauptung, 1945-2000, (Stuttgart: Deutsche Verlags-Anstalt, 2001) S. 399. 
101 Ibid., S. 429.     95
























105。 被害総額が 100 億ユーロを超えた




2-3.  まとめ：ドイツの特徴と政策的インプリケーション 
 
  以上、ドイツにおける脅威の重点分野とシナリオについて検討してきた。この過程を通
                                                  





ogische%20Gefahren.pdf  (2008 年 1 月 31 日アクセス) 
103http://www.rki.de/cln_048/nn_200120/DE/Content/InfAZ/I/Influenza/IPV/Vortrag__Pandemie,te
mplateId=raw,property=publicationFile.pdf/Vortrag_Pandemie.pdf 
104  http://www.bundesstiftung-friedensforschung.de/pdf-docs/berichtneuneck.pdf 
105  http://www.munichre.com/publications/302-03109_en.pdf  (2008 年 1 月 31 日アクセス)   96























3-1.  安全保障概念の現状と変容 
 
  冷戦終焉後、ソ連、東側陣営の脅威は消滅したが、現在でも 2002 年の住民投票を通じ国






                                                  
106http://www.bbk.bund.de/cln_027/nn_402322/DE/01__BBK/BBK__node.html__nnn=true, 




.ContentPar.0003.DownloadFile.tmp/BZG-e.pdf  (2008 年 1 月 31 日アクセス) 
108 Karl W. Haltiner, Andreas Wenger, Silvia Würmli, Urs Wenger „SICHERHEIT 2007: 
Aussen-, Sicherheits- und Verteidigungspolitische Meinungsbildung im Trend, 






















ード 5 以上の地震が起こる。1000 年に一度の確率でマグニチュード 7 にのぼる地震が起こ
ると想定している。このような日本に比べれば比較的確率の低い事態にも備え、1356 年の
バーゼル地震(マグニチュード 6.5 規模)が今日起こった際の被害想定を算出している。村






                                                                                                                                                  
ERGEBNISSE,“ http://www.vbs.admin.ch/internet/vbs/de/home/documentation/publica
tion/p_security.parsys.0031.downloadList.00311.DownloadFile.tmp/kurzfsicherheit2
007d.pdf（2008 年 1 月 31 日アクセス） 
109 Von Beat Hebegger, „Von der Sicherheits- zur Risikopolitik :eine konzeptionelle 
Analyse  für  die  Schweiz“,  Bulletin  2006  zur  schweizerischen  sicherheitspolitik,  (ETH 
Zürich, 2007). 安全保障研究で著名なチューリッヒ工科大学が毎年出版している、スイス
の安全保障政策に関する報告書。
http://www.isn.ethz.ch/pubs/ph/details.cfm?lng=en&id=20768  (2008 年 1 月 31 日アク
セス) 
110 “Nuclear Terrorism : How serious a threat to Switzerland?” (Labor Spiez, 2001) 
111 “Earthquakes in Switzerland”,（Swiss Reinsurance, 2000） 




















た。50 年代半ばより本格的に核保有への行動が開始され、第四共和制下の 1958 年 4 月には
ガイヤール政権により、サハラでの 1960 年代初頭の核実験が合意されていた。 
  ドゴール大統領を初代とする第五共和制(1959‐)下フランスにおいて、核戦略は冷戦構
造の中でのフランス外交の独立(Indépendance)を保障する手段でもあった。一方、ソ連、
東側陣営からの軍事的脅威に対しては、 「弱者による強者の抑止(dissuasion du faible au 
fort)」とよばれる、最小抑止論の一つである核抑止戦略に依拠していた。これは、原子力




114。1966 年には NATO の統合軍事機構か
ら脱退し、NATO からも距離を置き、四半世紀の間、フランスの安全は、最小抑止論により
保障されていたといえる。 
                                                                                                                                                  
(Chancellerie fédérale , 
2005) ,http://www.bk.admin.ch/themen/planung/00256/00462/00479/index.html?lang=f
r&unterseite=yes (2008 年 1 月 31 日アクセス) 
113  例えば、フランス陸軍士官学校のウェブサイトを参照。 
http://www.saint-cyr.org/cyr-2100.php?ArtID=164&SID=9a69e6da716a8f88c01137a1d969
9aba  (2008 年 1 月 31 日アクセス) 
114 Heuser, op.cit., p.96   99
 
4-1.  安全保障概念の現状と変容 
 
  冷戦が終焉すると、最小抑止論を重点化する路線に変更が見られるようになった。もは
や、ソ連や東側陣営のもたらす軍事的脅威は大きく緩和され、特に 9 月 11 日同時多発テロ
の勃発以降、テロリスト集団など非国家主体のもたらす不均衡な脅威の比重が相対的に高
まった。この変化に伴い、従来の核抑止の持つ意味の重要性は低下し、核兵器の持つ役割












研究・新科学技術相(Minisitre délégué à la Recherche et aux Nouvelles Technologies)、













                                                  
115  « Rapport de Mission Didier RAOULT, Pré-repport » , le 2 avril 2003, « Rapport 
définitif », le 17 juin 2003. 
116 “Winter storms in Europe (II), ANALYSIS OF 1999 LOSSES AND LOSS POTENTIALS,” 
(Munich Reinsurance, 2001), http://www.munichre.com/publications/302-03109_en.pdf 
(2008 年1月3 1日 )    100
第三にインフルエンザについての国家計画である
117。こちらのシナリオは、2004 年 10 月
の第一版、2006 年 1 月の第二版に続き、第三版の計画である。この計画の序文において、
2006 年 4 月の鳥インフルエンザの蔓延を契機に、当計画の実施を必要と認識している。 
対応については、地域レベル、国政レベル、EU レベルの各レベルが検討されている。 





























                                                  
117  « Plan national de prévention et de lutte « Pandémie grippale », le 9 janvier 2007, troisième 
étiditon.  
http://www.grippeaviaire.gouv.fr/IMG/pdf/plan_pandemie_grippale_2007.pdf  (2008 年 1 月 31 日





材料となることは確かであり、実践につながる有意義な第一歩となるのではないだろうか。    102




















性の違いから、A・B・C の 3 型に分けられ、このうち流行的な広がりを見せるのは A 型と B
型である。A 型ウイルス粒子表面には赤血球凝集素（HA）とノイラミニダーゼ（NA）という
糖蛋白があり、HA には 15 の亜型が、NA には 9 つの亜型がある。これらは様々な組み合わ
せをして、毎年のように変化させるため、A 型インフルエンザは巧みにヒトの免疫機構から
逃れ、流行し続ける。また、A 型は数年から数 10 年単位、突然別の亜型に取って代わるこ
とがある。これが、新型インフルエンザウイルスの登場である。人々は新型に対する抗体
はないため、大流行となる（ 『新型インフルエンザ  世界がふるえる日』山本太郎著  岩波
新書） 。 
 
具体的な例を挙げて説明すると、 1918 年に始まったスペインかぜ （H1N1） は 39 年間続き、
1957 年からはアジアかぜ（H2N2）の流行が 11 年続いた。その後 1968 年には香港かぜ
（H3N2/HongKong）が現われ、ついで 1977 年ソ連かぜ （H1N1/USSR）が加わり、小変異を
続けながら現在は A 型である H3N2 と H1N1、 および B 型の 3 種のインフルエンザウイルスが
世界中で共通した流行株となっている。 スペインかぜの恐怖は『The Great Influenza』 
（John M. Barry 著、平澤正夫訳  共同通信社)、 『史上最悪のインフルエンザ』 （A.W. ク
ロスビー著、西村秀一訳  みすず書房） 、日本の状況については『日本を襲ったスペイン・  103




口の 50%以上の 6 億人にのぼり、4000-5000 万人を失った。 
 
さらに 1997 年には、香港でトリ型のインフルエンザ A/H5N1 が初めて人から分離された
後、2008 年 1 月 15 日現在までに世界中で 350 人の発症者、217 人の死亡者が確認されてい
る （WHO ホームページ） 。 通常のインフルエンザが呼吸器と消化器の局所感染、 致死率は 0.1%




対策』 （国立国会図書館  「調査と情報」第 521 号） 、日本の状況については『インフルエ
ンザ危機』 （河岡義裕著  集英社新書）が参考となる。 
 













一方、シミュレーションによるものだが、2005 年 11 月に第一生命経済研究所は鳥インフ
ルエンザもしくは新型インフルエンザが起こった際の中長期的な日本経済の影響を予測し
ている（ 『鳥インフルエンザが日本経済に及ぼす影響』 ） 。2004 年 1-3 月期の鳥インフルエン
ザによる経済の打撃が GDP 前年比 0.01%（338 億円）であったことから、同規模の流行が半
年続くと同 0.01%（676 億円） 、一年で 0.03%（1.352 億円）としている。鳥インフルエンザ
の場合では食肉・鶏卵に集中されるが、これが新型インフルエンザとなると流行期間半年










（ 『平成 17 年度事業概要報告書と平成 18 年度事業計画』 ） 、2004 年 12 月からは家畜防疫互







新型インフルエンザの指針に関しては 2005 年 5 月、WHO が「WHO 世界インフルエンザ事
前対策計画」を公表し、各国がこれを基準として自国の国民を守るための行動計画の策定
を進めている。わが国では新型インフルエンザの発生の危険性に対して迅速かつ確実な対
策を講ずるため、2005 年 12 月、関係省庁対策会議により、 「新型インフルエンザ対策行動
計画」が「WHO 世界インフルエンザ事前対策計画」に準じて策定された。その計画に則り、
全省的な体制を整備し、対策を総合的に推進するために鳥インフルエンザ緊急総合対策推



















防法の面では、1999 年 4 月 1 日から施行された感染症の予防及び感染症の患者に対する




条） 、地域封鎖（第 33 条）は第一類のみ適用であり、先の行動計画でも法的拘束力には触
れていない。学校保健法第 13 条では、学校設置者は臨時に学校の全部又は一部の休業を行
うことができ、行動計画では予防的な臨時休業を要請するとしている。 






新型インフルエンザの発生により、事業継続計画（business contingency plan; BCP）
が求められる。米国では 9 割以上の企業が BCP を既に策定済み又は策定中であるが、日本
でのその割合は半数に留まる（事業継続マネジメント 2006  KPMG  JAPAN） 。内閣府中央防災




イン』が定められ、 『新型インフルエンザ・パンデミック対策のご提案』 （三菱総合研究所 
安全政策研究本部） 『新型インフルエンザの脅威と事業継続計画』 （東京海上日動リスクコ





Potential Influenza Pandemic: An update on Possible macroeconomic Effects and Policy 
Issue』に 2005 年 12 月時点での鳥インフルエンザの国内経済に与える影響予測を報告して  106
いる。そして過去のインフルエンザの GDP の影響をもとに、2006 年度予算ではインフルエ
ンザ対策として 38 億ドルを計上し、その大部分はワクチンの開発と備蓄に当てられた。 
 
国土安全保障省では危機管理対策の計画立案に対する 84 ページからなる指導書を作成し
ている（ 『Pandemic Influenza Preparedness, Response, and Recovery Guide for critical 
infrastructure and key resources』 ） 。ここではシナリオから誘導される計画立案を推奨
しており、3 つのシナリオが提示されていた。このように政府が計画立案まで指南するのは
日本とは対照的である。また、対外協力が国際開発庁によって行われ、 『PROGRAM UPDATE: 




る（ 『現代の感染症』  相川正道・永倉貢一著  岩波新書） 。職員数は 6500 人にも及び、米
国のみならず、世界のサーベイランスの中心的な役割を担っている。Web ページ内には
『Emerging  infectious  diseases』ではシナリオ研究を含む研究論文が自由に閲覧できる。






ザの 3 つのカテゴリーから構成されている。2006 年に米国 5 箇所での新型インフルエンザ
対策会議のうちのひとつがマサチューセッツ州で開催され、 『Massachusetts Regional 
Conferences on Pandemic Preparedness Report of Findings August 2006』が報告書とし
てまとめられている。州や NGO の代表者 1200 名以上が参加する大規模な会議で、危機意識






















Organization, WHO）が世界に 4 箇所ある WHO コラボレーティングセンターの協力を得て、
インフルエンザ・パンデミック対策を進めてきており、日本では国立感染症研究所、米国
では Centers for Disease Control and Prevention、ヨーロッパでは英国の HPA、オース




世界銀行では『Spread of avian flu could affect next year’s economic outbreak』
として 2005 年の 11 月時点での各国の鳥インフルエンザに対する打撃、そして教訓にすべ
き過去に流行した疾病の際の影響を GDP 値などから経済学的に分析している。国際通貨基
金（IMF）では『THE GLOBAL ECONOMIC AND FINANCIAL IMPACT OF AN AVIAN FLU PANDEMIC AND 




では 2005 年 11 月に鳥インフルエンザがヒト型へと変異し、流行が長期化した場合のアジ
ア経済への影響を予測した報告書をまとめている （ 『Potential  Economic  Impact  of  an  Avian 
Flu Pandemic on Asia』 ） 。その中で二つのシナリオに分けて影響を予測しており、感染率
がアジア地域内で 20%、致死率が 0.5%、300 万人の死者し、その影響が半年間続くと想定さ
れる場合、被害予想総額は 992 億ドル、さらに経済への影響が一年間続くと仮定すると被
害総額 2827 億ドルと予測している。 




















































菅原出  編著「諸外国に学ぶ国民保護法制のあり方に関する研究」 、p.50-p.55 東京財団研
究報告書 2005-22、2006 年 3 月 
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